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上述①と②のそれぞれについて、組織的な人口移動（di dan co to chuc）、す
なわちベトナム政府自らが計画し遂行するか公認するそれと、自由意志に従
 －165－







た。この理由としては、農村（あるいは都市）住民が 1945 年から 75 年の
30年間に及んだ間断のない戦乱を避けるべく、他の農村への移入・疎開を継
続してきた、という特殊な要因もさることながら(4)、何よりもベトナム政府





経済地域建設」（xay dung vung kinh te moi））、（特に 1990年代からは）植
林を経営させたりしてきた（例えば「500万 ha植林事業」（phong trao trong 






























































口移動は推定で毎年 7 万人から 10 万人程度に達し、同時期における同市へ




口増加率のうち約 40％に相当する毎年 5万 5000人の増加分が同市への移入
者によるものと推定されている(14)（同様に、1992年当時の同市の人口規模
 －168－








報告は、3 点を挙げている(17)。われわれなりに整理すれば、この 3 点は、
以下のように記すことができよう。 
第 1 に、1988 年以来の農業・農村改革の結果、農村住民が従来は集団農
場（hop tac xa san xuat nong nghiep）に属していた耕地の利用権を長期的
に分与されたために、農業の生産性が向上し、農村に労働の余剰が生じてき
たこと。 
第 2 に、1985 年以来の国営企業改革の結果、国営セクター従業員＝都市
住民が米に代表される各種の生活必需物資を廉価で享受しえた配給制度













た 1996～98 年（以下「1990 年代末」）には、ホーチミン市への移入者の 4
分の 1以上が 20 歳から 24 歳までの若年層－特に多いのが 20 歳未満のそれ














































の要因を、いわゆる「人口－貧困の悪循環」（the vicious cycle between 
population and poverty）モデル、近年では「人口－貧困－環境の悪循環」





















































































国の経済社会開発戦略（chien luc phat trien kinh te xa hoi）における最重
点事業の一つでもある、農村という“場”における農業・農村開発（nong 































































































いとは言え、68 万 0900 ドンには達していた(57)。ちなみに、同時期には、


































ワークがまた、結果として、都市開発すなわち個人経営（kinh te ca the）を











































































































































































































































































































いうスローガンを唱導する）一方で強調され続ける、国家経済（kinh te nha 











































































































済学（第 2版）』東洋経済新報社 2001年（Economics by Joseph Stiglits, W.W 
Norton & Company Inc., 1997の部分訳）も、その 696～697ページで、この人
口移動の問題を「発展途上国の生活」の大きな特徴の一つとして記している。 
(2) 財団法人矢野恒太記念会編集『世界国勢図絵 2005/06年版』財団法人矢野恒太記
念会 2005年 55ページを参照。 
(3) 同上書 99ページ。 
(4) この動向は特に北部地域において支配的であったが、同じ時期に南部地域で支配
的であったのは農村から都市への移入、より正確には避難であった。この点に関
連して、Dong Luc Di Dan Noi Dia o Viet Nam [ベトナム国内における人口移動
の動力] by Philip Guest, Hanoi: Nha Xuat Ban Nong Nghiep, 1998, p.8を参照。 
(5) “戦敗国”となった南部地域都市住民の（再教育を目的とした）農村地域への強
制移住＝新経済地域建設（xay dung vung kinh te moi）という、これも特殊な
要因を除けば。 
(6) Philip Guest, Dong Luc Di Dan …, p.8. 
(7) VIE/95/004 と呼称された同プロジェクトの調査結果のうち代表的なものとして、
Philip Guest, Dong Luc Di Dan …と Nghien Cuu Di Dan o Viet Nam [ベトナ
ムにおける人口移動の研究] by Do Van Hoa, Trinh Khac Tham(Chu bien), 
Hanoi: Nha Xuat Ban Nong Nghiep, 1999を挙げることができる。 
(8) Philip Guest, Dong Luc Di Dan … 
(9) 例えば、Di Dan Tu Do den Ha Noi, Thuc Trang va Giai Phap Quang Ly [ハノ
 －193－
イへの自由意志に従う人口移動－実情と管理方法－ ] by Hoang Van Chuc, 
Hanoi: Nha Xuat Ban Chinh Tri Quoc gia, 2004は、そうした文献のうちの一つ
である。 
(10) Philip Guest, Dong Luc Di Dan …, p.10. 
(11) Ibid. 
(12) Ibid. 
(13) 財団法人矢野恒太記念会編集『世界国勢図絵…』 88ページを参照。 
(14) Philip Guest, Dong Luc Di Dan …, p.10. 
(15) 財団法人矢野恒太記念会編集『世界国勢図絵…』 88ページ。 
(16) Philip Guest, Dong Luc Di Dan …, p.11. 
(17) Ibid., p.10. 









(27) Ibid., p.14. 
(28) Ibid（ハノイ市の数値は Ibid.中の数値をもとに筆者が試算したもの）. 
(29) Ibid., pp.14-15. 
(30) Ibid., p.14. 
(31) G.M.マイヤー編著（松永宣明・大坪茂訳）『国際開発経済学入門』（Leading 
Issues in Economic Development, Sixth Edition by Gerald M. Meier, New 




が、自身の執筆しているマイケル P. トダロ・ステファン C. スミス（岡田靖夫
監訳・OCDI 開発経済研究会訳）『トダロとスミスの開発経済学』（Economic 
Development, Eighth Edition by Michael P. Todaro, Stephen C. Smith, 
Peason Education Limitted, 2003）国際協力出版会 2004年 第 8章において懇
切丁寧に解説している。 
(33) G.M.マイヤー編著『国際開発経済学入門』 165ページ。 
(34) 同上書 168ページ。 
(35) 同上書 165ページ。 
(36) 同上書を参照。なお、実務レヴェルにおいてこのポジティブな要因を強調したの
が、国際労働機関（ILO）の『ケニア・リポート』（Employment, Income and 
Equality: A Strategy for Increasing Productive Employment in Kenya by ILO, 
Geneva, 1972）であった。この点については、絵所秀紀『開発の政治経済学』 日
本評論社 1997年 99～101ページを参照。 
(37) Philip Guest, Dong Luc Di Dan …, p.19. 
(38) Ibid., p.20. 
(39) こうした評価を下すにあたっては、2001 年 4 月のベトナム共産党第 9 回大会開
催以降に同党理論誌 Tap Chi Cong Sanに掲載されたベトナムにおける農村から
都市への人口移動に関する諸論稿（複数）を参照した。また Phat Trien Nong 
Thon [農村開発] by Trung Tam Khoa Hoc va Nhan Van Quoc Gia & Truong 
Dai Hoc British Columbia, Canada (Pham Xuan Nam〈Chu bien〉, Hanoi: 








研究所 1999年 3月 11～12ページが概観している。 
(40) 例えば、注(8)に挙げた Hoang Van Chucは、そのような学者の一人である。 
(41) Philip Guest, Dong Luc Di Dan …, p.36. 
(42) Ibid., pp.38-39. 
(43) Ibid., pp.37-38. 
(44) Ibid., pp.39-40. 
(45) Ibid., p.41, p.43. 
(46) この点については、竹内郁雄「ベトナム共産党第 9大会と新経済開発戦略」（『ア
ジア経済』第 38巻第 8号） 6～8ページ、11～13ページを、また同「ベトナム
経済の現状と展望」（『世界週報』第 82 巻第 21 号） 32 ページを、それぞれ参
照されたい。ちなみに、この点を直接に論じたベトナム語文献としては、注(39)
に挙げた Trung Tam Khoa Hoc va Nhan Van Quoc Gia & Truong Dai Hoc 
British Columbia, Canada (Pham Xuan Nam〈Chu bien〉, Phat Trien Nong 
Thon が恐らく最も論理的かつ整合的である。なお Philip Guest, Dong Luc Di 
Dan …, p.52も参照。 





られるようになった。Thoi Bao Kinh Te Viet Nam, Aug. 25, 2005、また Thoi 
Bao Kinh Te Viet Nam, Nov. 18, 2005を参照。 
(49) あるいは「都市への移入者に都市からの立ち退きを強いる各種の規定を発令する
ことに集中してきたのである」（Philip Guest, Dong Luc Di Dan …, p.11）。 
(50) この点に関連して、Ibid. p.48を参照。 
(51) Ibid., p.22. 
(52) Ibid., p.21の「グラフ 4」から。 
(53) Ibid., p.20. 
 －196－
(54) Ibid., p.21. 
(55) Ibid. 
(56) Ibid., p.27. 
(57) Ibid. 
(58) Ibid. 
(59) Ibid., p.32. 
(60) Ibid. 
(61) Ibid., p.19. 
(62) Ibid., p.16. 






(64) Ibid., p.16. 
(65) Ibid., pp.16-17, p.19. 
(66) Ibid., p.18. 
(67) Ibid., p.21. 










(74) Ibid., p.18（「親族・縁者に…」かかる数値は Ibid.中の数値をもとに筆者が試算
したもの）. 
(75) Ibid., p.27. 
(76) Ibid. 
(77) Ibid., pp.28-29. 
(78) Ibid., pp.29-30. 
(79) Ibid., p.31. 
(80) Ibid., p.27. 
(81) Ibid. 





(84) Philip Guest, Dong Luc Di Dan …, p.23. 
(85) Ibid. 
(86) Ibid., p.35. 
(87) Ibid. 
(88) Ibid. 
(89) Ibid., p19. 
(90) Ibid., pp.36-37. 
(91) Ibid., pp.38-39. 
(92) Ibid., p.40. 
(93) Ibid., p.43. 
(94) Ibid., p.48.  
(95) Ibid., p.50. 









酒井正三郎編著『現代経営学 20 体制転換と企業・経営』 ミネルヴァ書房 2001
年） 239～240ページを、より詳細には竹内郁雄「『規制された市場メカニズム』
への移行－ドイモイ下の国営セクター改革の過程・現状・課題－」（五島文雄・
竹内郁雄編『社会主義ベトナムとドイモイ』 アジア経済研究所 1994 年） 86
～87ページを、それぞれ参照されたい。 





(103) この点に関連して、Thoi Bao Kinh Te Viet Nam, Nov. 18, 2005に掲載された「戸






は竹内）」（Philip Guest, Dong Luc Di Dan …, p.49.） 
(105) つまり、経済学を援用する限り、価値判断の問題は経済学の枠組みのなかでは解
けない問題として扱う以外にないのである。例えば福岡正夫『ゼミナール 経済
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